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1. 事業概要 

「デジタル・ガバメント実行計画」（令和２年 12 月 25 日閣議決定）において、「地方公共団体に

おける情報システム等の共同利用、手続の簡素化、迅速化、行政の効率化等を推進するため、地方公

共団体の業務プロセス・情報システムの標準化に取り組む」ことが明示され、子ども・子育て支援関

係についても行政サービスの利用者の利便性向上並びに行政運営の簡素化及び効率化に立ち返った

業務改革（BPR）の徹底を前提に業務プロセス・情報システムの標準化を進めることとされており、

子ども・子育て支援に係る業務支援システムについては、令和４年夏までに標準仕様書を作成する

こととされている。 

子ども・子育て関連における手続きは多数存在し、対面、書面での対応が必要な手続きも多く、利

用者、自治体双方の負担は小さくない。これらの負担を軽減するためにマイナポータルを活用し、子

育てに関するサービス検索、オンライン申請が可能な子育てワンストップサービス（ぴったりサー

ビス）が開始されている。ただし、デジタル化の推進等を背景に、子ども・子育て支援分野において

も ICT の活用促進の機運は高まっているところではあるものの、保育所等の入所申請等に係る手続

きはデジタル化になじまないという指摘も存在し、入所申請等まで含めたぴったりサービスの活用

は必ずしも十分とは言えない状況である。 

なお、子ども・子育ての分野では、利用者と自治体間の手続き以外に、自治体と保育所等の施設・

事業所間の事務も存在する。施設型給付費等の支給に係る事務は毎月支給が原則であり、加算認定

等も変更が生じる都度手続きが必要となることから、自治体、施設双方に恒常的に事務負担が生じ

ている。 

今後のデジタル化、ICT化推進の流れにおいては、利用者と自治体に係る手続きだけではなく、保

育所等の施設・事業所との事務・各種手続きにおいても、双方の負担軽減のための仕組みづくりが重

要になる。 

行政の ICT 化の推進という観点からは、住民・利用者、保育所等の施設、自治体それぞれにとっ

て利便性が高く、負担を軽減できるものとしていくことが求められる。 

以上の背景を踏まえ、本調査研究では、保育所等の入所手続き等についてデジタルで完結可能な

自治体及び対象手続きの拡大（ぴったりサービスの取扱自治体数、取扱い可能手続きの拡大）、及び

施設型給付費等の請求事務や加算認定事務等の ICT 化推進による事務負担軽減に資することを目的

とし、利用者の保育所入所手続き等に関して手続き全般をデジタルで完結できる仕組みを構築、ICT

化を推進している自治体の好事例及び保育所等の施設との請求事務及び加算認定事務についての

ICT 化推進事例についても取りまとめることとした。好事例について横展開をはかることで、恒常的

に生ずる事務負担の軽減につなげることを企図した。 
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2. 事業全体の流れ 

本事業については、以下の流れで実施した。 

 

図表 1 事業全体の流れ 

 

 

（1） 市区町村向け ICT 化の推進に係るアンケート調査 

広くICT化の対応状況とその範囲を把握し、ヒアリングによる事例調査の対象を抽出する目的で、

各市区町村における、保育入所手続き等の利用者との間の手続きの ICT 化の状況、請求事務や加算

認定事務等の施設・事業所との手続きに関するICT化の状況についてのアンケート調査を実施した。 

保育所等入所手続き及び請求事務・加算認定事務の ICT 化の推進に係るアンケート調査は、デス

クリサーチや自治体へのプレヒアリング等により、基本的な手続きのフロー・プロセスについて可

視化・整理を行った上で実施した。 

 

（2） 保育所入所手続き等の ICT 化に関するヒアリング調査 

市区町村向け ICT 化の推進に係るアンケート調査の結果から保育所等の入所手続きを ICT 化して

いる自治体を抽出し、デジタル化の対応内容、対応上の工夫、デジタル対応による効果等についてヒ

アリング調査を実施した。 

ヒアリング調査においては、利用側の利用拡大の観点、電子対応を進める過程での課題・障壁とそ

れらに対する対応策についても考慮して聞き取りを行った。 

 

（3） 請求事務・加算認定事務等の ICT 化に関するヒアリング調査 

市区町村向け ICT 化の推進に係るアンケート調査の結果から施設型給付等に係る請求事務及び加

算認定事務について ICT 化している自治体を抽出し、その対応内容、対応上における工夫、デジタ

ル対応による効果等についてヒアリング調査を実施した。 

ヒアリング調査の実施においては、（２）のヒアリング調査と同様、アンケート調査の結果を踏ま

えて聴取する項目、ポイントを設定し、事前に手続きのプロセスを可視化しておくことで、ICT化の

推進におけるポイントが明確になるように留意して聞き取りを行った。 
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（4） ICT 化推進の課題及びポイントの検討、整理 

各調査結果を踏まえ、各手続きにおける ICT 化、オンライン対応において共通的に課題となると

考えられる事項、課題への対応のポイント等について検討、整理を実施した。また、今後の横展開、

対応自治体の拡大を考慮し、ICT化の推進による効果、メリットについても明確にできるよう検討の

上、整理を実施した。 

 

（5） 事例集及び報告書取りまとめ 

（１）から（４）の調査、検討結果に基づき、保育所等の入所手続きや請求事務・加算認定事務に

関する ICT 化、オンライン対応事例について事例集として取りまとめ、検討の経緯や基礎となる情

報についても報告書として取りまとめた。報告書は株式会社日本総合研究所ウェブサイトで公表す

る。 
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3. 事業の実施概要 

（1） 市町村へのアンケート実施について 

 

 アンケートの目的 

広く ICT 化の対応状況とその範囲を把握し、ヒアリングによる事例調査の対象を抽出することを

目的とし、各市区町村における、保育入所手続き等の利用者との間の手続きの ICT 化の状況、請求

事務や加算認定事務等の施設・事業所との手続きに関する ICT 化の状況についてのアンケート調査

を実施した。 

 

 アンケートの概要 

アンケート調査については、「保育所入所手続きデジタル化状況に関するアンケート調査」と「施

設型給付手続き等のデジタル化状況に関するアンケート調査」の２つに分けて実施した。それぞれ

の概要は以下のとおり。 

 

図表 2 保育所入所手続きデジタル化状況に関するアンケート調査の概要 

調査対象及び

調査方法 

全国の市区町村を対象に、インターネット上でアンケート調査を実施（アンケー

ト調査の依頼状に URL 及び ID を記載し、各市区町村の保育所入所手続き担当

課に電子メールを送付。）。 

調査期間 2022 年 1月 26 日～2月 9日 

調査の内容 ➢ 保育所入所に係る手続きのデジタル化について 

➢ 電子申請の際の原本提出の有無、今後の予定及び原本提出を求める理由に

ついて 

➢ 保育施設の入所に係る手続きのデジタル化による効果について 

➢ 今後のぴったりサービス導入・デジタル化対応の予定について 

➢ ぴったりサービス導入における課題・障壁について 

➢ デジタル化の推進に際し難しかった点、工夫した点について 

回収状況 調査対象 1,741 件 

有効回答数 1,115 件 

有効回答率 64.0% 

 

図表 3 施設型給付手続き等のデジタル化状況に関するアンケート調査の概要 

調査対象及び

調査方法 

全国の市区町村を対象に、インターネット上でアンケート調査を実施（アンケー

ト調査の依頼状に URL 及び ID を記載し、各市区町村の保育所入所手続き担当

課に電子メールを送付。）。 

調査期間 2022 年 1月 26 日～2月 9日 

調査の内容 ➢ 施設型給付費の請求・支給事務、加算認定事務手続きのデジタル化対応状況

について 

➢ 電子申請の際の原本提出の有無、今後の予定及び原本提出を求める理由に

ついて 

➢ 今後の業務の更なるデジタル化に向けた取り組みの検討状況及び意向につ

いて 

➢ デジタル化に向けた検討の際の課題について 

回収状況 調査対象 1,741 件 

有効回答数 1,091 件 

有効回答率 62.7% 
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 アンケートの調査票について 

「保育所入所手続きデジタル化状況に関するアンケート調査」と「施設型給付手続き等のデジタル

化状況に関するアンケート調査」の調査票についてはそれぞれ以下のとおり。 

 

図表 4 保育所入所手続きデジタル化状況に関するアンケート調査 調査票について 
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図表 5 施設型給付手続き等のデジタル化状況に関するアンケート調査 
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 アンケートの結果概要 

アンケートの結果概要については、別紙①「保育所入所手続きデジタル化状況に関するアンケー

ト調査」と別紙②「施設型給付手続き等のデジタル化状況に関するアンケート調査」のとおり示して

いる。詳細については別紙を参照することとするが、ここでは結果の概要について述べる。 

 

 保育所入所手続きについて 

図表 6 保育所入所手続きに係るアンケートの概要 

設問 回答結果の概要 

保育所の入所に係る手

続きのデジタル化（電

子化、自動化等）の状況 

➢ デジタル化の状況としては、「問い合わせチャットボット等の相談の

自動化」「申請書類・届出のデータ取り込み」「保育所の利用調整」

において、デジタル化の割合が比較的高い結果となった。 

➢ また、「保育所の認定/利用申請」「保育所の現況届の提出」について

は、ぴったりサービス活用及び申請書の電磁的作成により対応して

いる団体が一定程度存在することがうかがえる。 

上記以外の保育所の入

所に係る手続きのデジ

タル化（電子化、自動化

等）の状況  

➢ 現在検討しているデジタル化の取組としては、「保育施設等の認定/

利用申請」「保育施設等の認定/利用申請・現況届のデータ取り込み」

「保育施設等の利用調整」が挙げられる。 

➢ その他の関連業務としては、「入所通知等の発行申請」「児童台帳の

管理」「保育料の計算」等を挙げていた自治体が複数存在した。 

電子申請時の原本提出

状況 

➢ 電子申請時における原本提出の請求については、請求している自治

体と請求していない自治体がほぼ同じ割合であった。 

➢ 今後の電子申請時の原本提出については、不要とする予定と自治体

は存在せず、今後も必須とする予定、未定・わからないと回答する

自治体が多かった。 

➢ 原本提出を求める理由としては、押印等があり、現物確認が必要な

ため、と回答する割合が最も高く、次いで、原本提出の方が提出し

やすいと回答する割合が高かった。 

保育施設の入所に係る

手続きのデジタル化に

よる効果 

➢ デジタル化による効果については、全体的に「デジタルツールの利

用が進んでいる」と回答している団体は少なく、また「保育所の認

定/利用申請」「保育所の現況届の提出」については、「デジタルツー

ルがほぼ利用されていない」と回答する団体がかなり多く存在した。 

➢ また、「申請書類・届出のデータ取り込み」「保育所の利用調整」に

ついても、大幅な工数軽減と回答している団体は一部に留まってい

る。 

今後デジタル化等を進

めていく予定 

➢ 各自治体の、保育所等の入園手続きに関するデジタル化等の予定に

ついては、「未定・わからない」と回答する割合が最も高く、次いで

「今後対応する方向で検討したいが、検討が進んでいるわけではな

い」と回答する割合が高かった。 

➢ 自治体では、今後のデジタル化については具体的な検討が進んでい

ない状況がうかがえた。 

デジタル化の推進に際

して難しかった点、工

夫した点 

➢ 「保育施設等の認定/利用申請」「保育施設等の認定/利用申請・現況

届のデータ取り込み」「保育施設等の利用調整」については、デジタ

ル化の推進に際して難しかった点、工夫した点があると回答した団

体が多く存在した。 
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 請求事務・加算認定事務等について 

図表 7 請求事務・加算認定事務等に係るアンケートの概要 

設問 回答結果の概要 

施設型給付等に係る手

続きのデジタル化の状

況  

➢ 施設型給付等に係る手続きについては、各施設と都道府県とのやり

取りについては「電子データのメール送付」「紙媒体」が大半を占め

る結果となった。 

➢ また、支払データ作成・書類審査・通知作成については、紙での処

理が存在している自治体が多く存在する結果となった。 

施設型給付等に係る手

続きのデジタル化によ

る効果 

➢ デジタル化による効果については、「想定ほど軽減していない」「特

に工数は減っていない」の回答割合が大半を占めているが、支払い

データ作成・書類審査・通知交付については、一定程度デジタル化

による効果もあるという回答となった。 

今後の施設型給付等に

係る手続きのデジタル

化に向けた取り組みの

検討状況 

➢ 今後の施設型給付等に係る手続きのデジタル化については、様式配

布についてはすでに着手中の団体が 150 ほどとなっているが、それ

以外の手続きについては 2桁以内の回答数に収まっている。 

➢ また、「今後対応する予定」「今後対応する方向で検討している」の

回答数は、他と比較するとかなり少なくなっており、検討が進んで

いない自治体が多いことがうかがえる。 

デジタル化に向けた検

討を進める上での課題 

➢ デジタル化に向けた検討を進める上での課題については、回答が大

きく分かれたが、「システム導入に係る予算の確保」「対象とする業

務・手続きの整理、様式類の整備」「デジタル化に関するノウハウ・

情報の不足」の回答数が多い結果となった。 
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（2） 市町村へのヒアリングの実施 

 

 ヒアリングの目的 

アンケート調査を踏まえ、他自治体がデジタル化を進めるにあたって参考となりうる取組をされて

いる自治体についてその実態を確認し、好事例集を作成することを目的とする。 

 

 ヒアリングの概要 

ヒアリング対象の抽出方針について記載する。まず、人口規模により、各自治体の子ども数及び保

育施設の入所に係る手続きの負担・課題や、入所手続きを担当する職員数は異なるものと考えられる。

そこで各自治体により参考となる事例の情報を収集するため、人口規模によって自治体を４つに区分

し、各区分からヒアリング対象を抽出することとした。具体的には以下の 4つの区分ごとに入所手続

き別に参考となりそうな自治体をアンケート調査から抽出した（26 件のヒアリング依頼をかけ、17

件のヒアリングを実施）。その際、対象となる業務プロセスとして保育所入所手続きに関しては自治

体から好事例のデジタル化対応の意欲が高い「問い合わせチャットポット等の相談の自動化」、「保育

所の認定/利用申請」、「保育所の認定/利用申請・現況届のデータ取り込み」、「保育所の利用調整」の

4プロセスに絞った。 

 

図表 8 ヒアリング調査対象抽出の 4 区分 ～保育所入所手続きについて～ 
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図表 9 ヒアリング調査対象抽出の 4 区分 ～請求事務・加算認定事務等について～ 

 

 

 ヒアリングの結果概要 

ヒアリング調査の結果を業務プロセスごとに整理した結果は以下の通り。 

図表 10 ヒアリング結果の概要 ～保育所入所手続きについて～ 

対象プロセス ヒアリング結果の概要 

問い合わせチャットポ

ット等の相談の自動化 

◆自治体Ａ 

【概要】 

県内では半数以上の自治体が共通の基幹システムを利用しているという

背景から、各種デジタルツールの導入は県主導で実施している。問い合

わせチャットボットについてもこの仕組みで導入することとなった。シ

ステムの機能としては、子育て関連全般の相談に対応してくれるチャッ

トボット、市町特有の情報も含めて回答してもらえる。詳細な導入コス

トは不明で、導入にあたっては最初に想定問答集をシステムに流し込ん

でおけばあとは自動的にAI が回答してくれるという形の為、初期にその

対応が必要になる程度の負荷で導入できる。 

【効果等】 

当市町では 2021 年の 1 月末から運用を開始したところの為、チャット

ボットに関する反響の実態がまだ見えていない。 

 

◆自治体B 

【概要】 

情報システム部局が中心となって、全庁的な問い合わせチャットボット

導入の検討があり、子ども子育て分野は 2019 年から導入を開始。子ど

も子育て分野は子育部の導入したチャットボットでは、SNS アプリの

「LINE」上で、あらかじめ宇都宮市のアカウントを友達登録した「問い

合わせ」に対し、AI を活用して自動的に「回答」ができる。その他にも

「LINE」機能を活用し、登録者に対し、随時、プッシュ型の情報発信が

可能である（子育てサロン等の情報発信を行っている。） 

【効果等】 
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利用の状況を当課では把握できていないが一定利用されている印象。ま

た、情報発信に関しては手間をかけずに効率的に行えている実感がある。

（具体的な工数までは不明） 

保育所の認定/利用申

請 

◆自治体Ｃ 

【概要】 

当市では 2021 年度から独自システム導入に向けた取組実施、5～6月頃

に保育連盟と幼稚園協会への協議を開始（会長、役員との調整）。9月に

関係する園向けの説明会を実施し、園に見学こられる際にフライヤー共

有と電子申請を促すよう依頼した。入所手続きの入り口のマイナンバー

カード登録はなくメールでのアカウント登録のみとしつつ、途中でマイ

ナンバーカードの提出を求めることで利用率を高める工夫をした。 

なお、細かい機能の話になるが添付資料は写真データでも登録可能とし

ている。入力不備に関して住民基本台帳で補完する仕組み（自動でチャ

ック：別途アクセスを利用している）となっている。 

【効果等】 

新規の利用は一次も二次も 100%電子化を達成した（約 600 件）。随時募

集もすべて電子化対応にしているので、合計 1,000 件程度をすべて電子

化できている。なお、申請の画面だけである為、開発コストもあまりか

かっていない。また、就労証明書の記載不備はあるが想定よりも件数学

なくその対応業務が膨らむこともなかった。 

 

◆自治体Ｄ 

【概要】 

当町では児童手当に関する業務のデジタル化を進めており、その流れで

入所手続きもデジタル化も併せて取り組むこととなった。 

ただ、入所手続きに関しては現在保護者が各施設に紙で書類を提出し、

取りまとめて町役場に提出する流れが主流となっており、ぴったりサー

ビスでは町役場に直接届いてしまい使いづらい印象がある。施設経由で

提出としている理由は、施設の方が保護者の就労状況の変化を把握しや

すい為そういった場合の対応を柔軟にできるように施設側で取りまとめ

てもらうような役割分担としている。なお、そういった状況にあるため、

町としてはぴったりサービスの利用を推奨していない。 

【効果等】 

現時点で０件 

 

◆自治体Ｅ 

【概要】 

当区ではぴったりサービス発足当初から導入はしていたが、思ったよう

に利用件数が増えなかった。令和 4年度入所から急激な利用件数の増加

がみられた。ただ、令和 4年度入所から広報活動等を開始したというこ

とではなく、マイナンバーカードの普及が要因であると考えている。 

【効果等】 

令和 3 年度入所の電子申請が 4-50 件程度であったのに対して、令和 4

年度入所は電子申請件数が 200 件弱に増えている(いずれも 4 月入所ベ

ース：4月入所全体では 4,000 件程度を受け付けているので 5%程度まで

上昇)。電子申請が浸透することで総じて効率化効果が得られているとい

う手ごたえがある（窓口が込むのも解消できる 等）。他方で、入力ミス

への対応も生じており、まだまだ改善すべき点も多い。 
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保育所の認定/利用申

請・現況届のデータ取

り込み 

◆自治体Ｆ 

【概要】 

以前は申込を紙ベースで数百～1,000 件受けており、担当が Excel デー

タを手動で作成し、入所の判定会議では Excel 資料を基に実施していた。

2021 年から AI-OCR を導入し、CSV ファイルに自動的にデジタル化で

きるようになった。読み取りの精度（識字率）も非常に高く、住所や漢

字の入力間違えもなく、判定会議用の資料の作成が効率化された。来年

度は AI-OCR で取り込んだ内容を RPA でシステムに取り込むよう調整

している。 

【効果等】 

当市の特色として、保育入所は１年中受付を実施している。例えば令和

４年度の入所手続きがあったが、令和４年４月のみではなく、令和５年

の２月～３月まで入所手続きを実施することが可能であり、産前でも対

応している。この冬だけではなく、申込も随時受付している。そのため

業務集約化も難しく、AI-OCR の活用は効果的である。実態としてデジ

タルツールの活用はかなり進んでいる。来年度も RPAが実際に導入され

るので、更なるデジタル化を進める予定である。過去２年間と比較する

と、十数時間～20時間削減できたのではないかと思う。システムの利用

料が月額 10万円程度。 

 

◆自治体Ｇ 

【概要】 

当市では、①RPA及び AI-OCRを利用して保育システムを稼働し、保育

所の申請の自動入力を行う、②RPA を利用し保育所申請児童の並び替

え、決定施設等を自動で判断する、③RPAを利用し毎月保育施設へ支払

う運営費の請求書印刷、データ保存、メール送信を自動で行う、の大き

く 3つがデジタル化できている。①②については新年度の保育園申し込

み時期である１０月～１月末にかけてデータ入力件数が増加し、手作業

での入力による負担増加が問題であった。③については毎月末に各施設

に運営費請求書を作成する業務に１日費やしており、単純作業ではある

が職員の手が塞がり、他の業務に従事できなかった。というそれぞれの

背景があり、デジタル化に取組 2021 年 10 月より運用開始。 

【効果等】 

①について、従来は 100 件の入力に複数人で１日かかっていたが、導入

により 100 件の入力が１時間程度に短縮された。（繁忙期：年２回程度：

４00～500 件）②について、従来は３日程度要する作業が、３時間程度

で完了する。急な申し込み内容の変更等にも、ある程度柔軟に対応で来

るようになった。（年２回）③について、従来は６時間程度かかっていた

作業が、３時間で完了している。一度起動すれば自動進行するためその

間職員は別の業務に従事できる。また、従来は請求書を印刷して各施設

へ配布していたが、ＲＰＡを利用して請求書データを PDF で自動送信

するため 500枚程度のペーパーレス化につながった（月１回） 

 

◆自治体Ｈ 

【概要】 

保育申請書類の内容について、手入力で Excel に記載し、その資料を入

所の審査会に活用している。審査会を経て、保育の利用が確定した人を

システムに入力するような形としている。 
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【効果等】 

ずいぶん前からそのような形で実施しているので、いつからそのような

形で実施されているかはわからず、効果も不明であるが、Excel 入力・管

理を実施することで、施設側への資料作成の際に Excel 情報から作成し、

同時差し込み等を実施できる。 

 

◆自治体Ｉ 

【概要】 

現況届はオンライン化されていないが、申込書をデータで読み取るよう

な形となっている。情報システム化が主となっているが、RPAで読み取

っている。システムに取り込むにあたり、自治体の申込書を読み込み（AI-

OCR）、システム入力を RPA により自動化。平成 30 年 11 月ごろから

RPAを導入。経緯は不明だが、全庁的に機械を導入するにあたって、申

込が 2000 件以上あるので、効率化のために導入した。 

【効果等】 

４月の入所選考では 2000 件以上あり、その入力が AI-OCR・RPA で実

施できるので、かなり効率化はされた。しかしながら、システムエラー

が発生し、結局数百件入力しなければならないことはあった。 

 

保育所の利用調整 ◆自治体Ｊ 

【概要】 

特に 4月の利用調整において、職員の手作業による調整作業を行ってい

たが、毎年度、申込児童と認可施設が増加傾向にある中で、主に次の課

題があった。 

・時間外勤務の原因となっていたこと 

・調整ミスが発生し常にそのリスクがあったこと 

・利用調整結果通知の発送までに時間がかかっていたこと 

・不承諾通知書に希望施設ごとの不承諾理由を表示できないこと 

こういった背景から、システムによる保育所等の利用調整一括処理に取

り組んだ。 

【効果等】 

調整処理においては、基本、月 1～2回の利用している。4月利用調整に

関しては、エラー確認や調整結果を踏まえて施設が受入人数を変更する

等によって調整処理の回数が増える。主に利用調整における時間外勤務

が増加する 2月と 3月時間外勤務時間が約 4割削減となった。なお、シ

ステム更改、ハードウェア代、リース料率込みでシステム導入費は

50,000,000 円弱かかった。 

 

◆自治体Ｋ 

【概要】 

当市では利用調整に AI システムを用いている。きっかけは市全体でデジ

タル化の機運が高まっている中で、部署として残業時間が多いことに課

題認識が生じ、取り組むこととなった。利用調整のルール等を AI に設定

して作成して対応している。申請における添付資料は紙で受けているの

で、OCRでデータ化し、入力確認に使っている。RPA以前導入を試みた

もののうまくいかず、まだ導入に至っていないが、今後導入を検討して

いる。 

【効果等】 
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システムに正確にデータ入力できれば手間は減る。過去は手作業で 1日

かかっていた作業が、システムを利用することで数分もかからない。結

果はエクセルで出力できるので、内定者名簿等にも加工しやすく事務作

業の削減にもつながっている。 

 

◆自治体Ｌ 

【概要】 

当町では平成 30 年から待機児童が発生してしまいそのタイミングで利

用調整が必要になってきた。それまでは受付順で希望の園への入園を決

めており、利用調整をやっていなかった。利用調整の基準を平成 30 年

に作って、実際に利用調整をしようとした際に紙ベースでの対応は難し

いと考え、そのタイミングでエクセルにデータ入力して機械的に調整で

きるようにした。現時点でも申請自体は紙で受領し、その後デジタルデ

ータ化を人手で行いその後の調整を機械的に行っている形となってい

る。 

【効果等】 

紙で受領した情報のデジタルデータ化は人手で行っているが、極力効率

的に進める為に 1人で集中して作業したうえで、他人員で登録されたデ

ジタルデータをダブルチェックする形として、極力集約化・効率化を図

っている。なお、利用調整をデジタル化せずに対応すると非常に時間が

かかってしまうので、楽になっている（800 件/年程度）。 

 

 

図表 11 ヒアリング結果の概要 ～請求事務・加算認定事務等について～ 

対象プロセス 回答結果の概要 

請求様式の配布 

～施設での請求書作成 

～給付額の確認 

（～加算認定事務） 

◆自治体Ｍ 

【概要】 

施設への様式の配布、提出はファイル共有サイト（暗号化されたサイト）

に可サイン認定書類等、エクセルにマクロを組み込んだファイルを共有

する形で対応。在園児名簿を市から施設に配布、名簿をマクロファイル

に取り込むことであらかじめ設定した計算式で請求額が算出される。当

初は電子メールでファイルを送付していたが、個別の送信の負担、個人

情報保護等の観点から平成 28 年度よりファイル共有サイトを活用。加

算認定について資料は電子化し、共有サイトにおいてもらっている。 

【効果等】 

施設との個別のやり取り及び確認に係る作業負担が削減できている。 

 

◆自治体Ｎ 

【概要】 

エクセル様式を施設に配布、施設側で内容を確認、請求書作成等を行っ

ている。都道府県への加算認定書類の提出もエクセルを活用。施設側で

の負担が小さくなるよう、必要な入力内容はプルダウン形式の選択式と

する等、工夫している。施設側に金額算定の内容を理解してもらうため

にもこのような仕組みを採用している。請求書の様式についても従前の

様式と同様のものがシステムでは出力できなかったため、従前の様式を

踏襲するためにもエクセル対応としている。都道府県への提出について

は、システムで作成される台帳を基にエクセルで作成、送付している。 
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【効果等】 

市側、施設側で工数負担を抑制できている。施設で請求内容の項目を細

かく把握できるため、運営状況等の確認に活用できる。エクセル上で間

違いがあれば確認できるようにしており、手戻り作業を削減可能。 

 

◆自治体Ｏ 

【概要】 

エクセルベースの様式を施設に配布し、施設側で確認、請求書作成等を

行うようにしている。電子ファイルを電子メールでやり取りして対応し

ている（ツールは適宜改良）。請求書については児童の名前を入れること

で自動的に金額が反映されるようにエクセルツールを整備している。 

加算に関する事務については、現状は原則として電子ファイルで提出し

てもらう対応としている。 

【効果等】 

審査に係る工数削減、関連資料を整備するための事務作業の工数削減が

実現できている。市の担当として法令、通知を精査する機会にもなって

いる。また、在宅ワークでも業務を継続することができている。 

 

◆自治体Ｐ 

【概要】 

様式の配布は、市の基幹システムから請求関連のデータをエクセル形式

で出力、そのデータをクラウド上に移して、施設側で確認。施設では加

算情報等を含めて内容を確認、クラウド上のメールシステムを活用して

内容をやり取りし、確認等を実施。システム上で請求書を発行、紙媒体

で市に提出する。 

 

◆自治体Ｑ 

【概要】 

サイボウズ kintone を利用して対応している。市側で作成した請求デー

タをクラウド経由で施設に配布。施設側はエクセルデータを受領し、施

設保有データを基に内容を確認し、問題がなければ請求データとして市

に提出する。 
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4. ICT 化推進の課題及びポイントの整理 

（1） 調査から見えてくる課題・ポイント 

 保育所入所手続きについて 

保育所入所手続きについては、調査の結果、以下の課題・ポイントが把握された。 

 

○ 保育所の入所手続きについては、導入割合・事例が未だ少なく、また検討が進められている自

治体も少ない。 

デジタル化技術が最も導入されていたのは「保育所の認定/利用申請」であるが、ぴったりサ

ービスの活用によるデジタル化は 20%にも満たない状況である。その他のデジタル化技術につ

いても、導入割合は１割に達していないものも多く、そもそも保育所の入所手続きについて、

デジタル化が進められていない状況にあるといえる。 

 

○ 申請書類の原本提出について、原本提出を求めている書類があると回答している自治体のうち、

今後原本提出を不要とする予定の自治体は存在しない。 

政府は申請書類に係る原本提出について、押印等の廃止により不要とすることが可能となる

よう判断を示しているが、一方で自治体側では、原本提出の不要化に向けて課題が残っている

といえる。ヒアリングにおいては、原本提出を不要化することについて、「文書改ざん等の恐れ

があるため、原本を確認することが必要と考えている」「病院で発行された文書等については原

本の提出を求めざるを得ない」といった意見があり、自治体にとっては原本提出の不要化には

障壁が残っているものと考えられる。 

 

 請求事務・加算認定事務等について 

請求事務・加算認定事務等については、調査の結果、以下の課題・ポイントが把握された。 

 

○ 請求事務・加算認定事務等については、自動化できているケースは限定的であり、一部で自動

化している場合においてもエクセル等で自動的に金額が算出できるといったものにとどまる。 

請求事務において、給付費の支払いデータの作成では一部自動化している自治体がみられる

ものの、ほかの事務については、ほぼ自動化されていない。給付費の支払いデータ作成はシス

テム対応している自治体があるが、請求様式の配布、施設での請求書類作成・市区町村への提

出等については、エクセル等のツールを作成し、省力化、一部自動化の取組を進める自治体が

みられるという状況である。人口規模の大きい自治体ではクラウドシステム等の活用も一部み

られる。 

また、今後についても未定・わからない、今度も当面対応する予定はないという自治体が各

事務について半数超となっており、デジタル化の推進に向けては課題も多いと考えられる。 

加算認定業務については、一部でも自動化できている自治体はほぼみられず、現状でも事務

作業量が多くなっているとみられる。 
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（2） 今後の ICT 化に向け検討すべき事項 

 保育所入所手続きについて 

保育所入所手続きについては、今後の ICT 化に向け、以下の点について検討すべきであると考え

られる。 

 

○ 自治体が ICT化を進めることが可能となる環境醸成の支援 

アンケート調査及びヒアリング調査において、自治体が ICT 化を進めることができない要因

として、「財源の不足」「費用対効果の低さ」「（ぴったりサービス等の場合）マインナンバーカ

ードの導入率の低さ」等が主な理由として挙げられた。これらは、自治体側においても自助的

な努力により解決すべき課題である一方、政府側もまた、自治体が ICT を導入することが可能

となるよう支援することが必要であると考えられる。 

ICT 化を実施する場合の補助金の給付や、国民のマイナンバーカードの普及等、自治体の積

極的な ICT化に向けた環境醸成の方法が考えられる。 

 

 

 請求事務・加算認定事務等について 

請求事務・加算認定事務等について今後 ICT 化を進めていく上では、以下の点について検討する

必要があると考えられる。 

 

○ デジタル化推進、負担軽減のモデル事例の蓄積、周知 

請求事務・加算認定事務等については、デジタル化の検討を進める上での課題として多様な

ものが挙げられており、予算確保、対象業務・手続きの整理、様式類の整備、デジタル化に関

するノウハウ・情報の不足等が多く挙げられる。 

デジタル化に関するノウハウ・情報不足や対象業務・手続きの整理、様式の整備については、

少ないながらデジタル化に取り組む自治体の事例を蓄積し、その内容を周知していくことが有

用と考えられる。また、エクセル等のツールを活用している自治体事例が複数見られており、

初期投資が少ない取組について取りまとめていくことは予算の確保という課題に対応できるも

のであり、周知が重要と考えられる。 

 

○ 各自治体でデジタル化を進める際の要点、基本的な流れの提示 

法令や通知の解釈の面で一律に機械的な対応が難しく、デジタル化の検討が進みにくい要因

となっている面がある。すべての自治体で画一的に前提条件・基準を設けることは難しいと考

えられるが、判断に迷うポイントや各自治体で基準を設ける際に考慮すべき事項等を明確にし、

自治体による対応の流れを整理、示していくといったことが必要と考えられる。 

 

以上 
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別紙①「保育所入所手続きデジタル化状況に関するアンケート調査」 
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別紙②「施設型給付手続き等のデジタル化状況に関するアンケート調査」 
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別紙③ 事例集 
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